
新  旧  

－ ＝＝＝  ●●lll川   年間盟且払必迫円  

心理凍法等を担当する職員が非常勤の場合  心理療法等を担当する職員が非常勤の場合  

年間 乱聖』必迫円  年間 9，416，000円  

（年度途中の開始、又は中止等の場合）  （年度途中の開始、又は中止等の場合）  

心理療法等を担当する職長が常勤の場合  心理療法等を担当する職員が常勤の場合  

月額ム堕辿円  月額ム妃む迦円  

心理療法等を担当する職員が非常勤の瘍合  心理療法等を担当する職員が非常勤の場合  

月額 ヱヱ旦▲旦堕円  月額 二追越円  

（1月未満の場合は1月とする）  （1月未満の場合は1月とする）  

蛋卜初度嗣弁費  2 初度調弁費  

1か所当たり420．000円  1か所当たり 420，000円  

2退所児意等アフターケア事業  
退所児童尊 
ー アフ  ア事業に必  

速豊盈  事な報酬、給料、  

適温当去盟  
職員手当尊、共済  

；・ml註  
晶着、印刷製太  

（年度i余中の開始、又は中止導の場合）  曹＿食結曹、光熱  

月額598．000円  

風塵△畳   

里親支   里親支援機関事  里親支   里親文壇機関事  
援機関  業に必要な貸金、  援機関  共に必要な貸金、  
事業   報酬、報償費、旅  事業   報酬、．報償費、旅  

1里親制度普及促進事業  
費、帝用費（消耗  

1里現制度普及促進事業  
費、需用費（消耗  

晶費、印刷製本   晶費、印刷製本   
1都道府県（指定都市又は児童相談所設置市）当たり  費）ヽ役務費て通信  1都道府県（指定都市又は児童相談所設置市）当たり  費）」役務費（通信  

乙出道』≦迫円  
運搬費）、委託料、  

一一 ム塑垣』迫円  
運搬費）、委託料、  

使用料及び貸借  使用料及び貸借  

2 里親委託推進・支援等事業   
料  

2里親垂託推進・支援等事業   
料  

1か所当たり 1か所当たり  

乙皇星生』迫円  乙ヱ姐堅塁円   
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新  旧  

（経過措置分）里親支援事業  （経過措置分）里親支援事業  

次により算出された額の合計額  里親支援事業に  次により算出された額の合計額  里親支援事業に  
必要な報酬、貸  必要な報酬、貸  
金、報償費、旅費、  金、報償費、旅費、  

1基礎研修  
需用費（消耗品  

1基礎研修  
需用費（消耗品  

費、印刷製本費）、   費印刷製本費）   
1都道府県（指定都市又は児童相談所設置市）当たり  役務費（通信運搬  

費）、委託料、使用  
1都道府県（指定都市又は児童相鉄所設置市）当たり  役務費（通信運搬  

512，000円   512，000円  
費）委託料使用  

料及び貸借料  料及び貸借料  
2 専門里親研修  2 専門里親研修  

1都道府県（措定都市又は児童相談所設置市）当たり  1都道府県（指定都市又は児童相散所設置市）当たり  

1，312，000円  1，312，000円  

3 里親養育相談事業  3里親養育相談事業  

1都道府県（指定都市又は児童相談所設置市）当たり  1都道府県（指定都市又は児童相散所設置市）当たり  

924，000円  924，000円  

4 里親養育援助事業  4里親養育援助事業  

1都道府県（措定都市又は児童相釈所設置市）当たり  1都道府県（指定都市又は児童相談所設置市）当たり  

8，435，000円  8，435，000円  

5 里親養育相互援助事業  5里親養育相互援即事菓  

1か所当たり  1か所当たり  

510，000円  510，000円  

（経過措置分）里親委託推進事業  里親委託推進事  
（経過措置分）里親委託推進事業  里親婁託推進事  

業に必要な報酬、  業に必要な報酬、  
貸金、報償費、旅  貸金、報償費、旅  

児童相談所1か所当たり  
費、需用費（食糧 
費、消耗品費、印   児童相紋所1か所当たり  

費、需用費（食糧  
費消耗品費印   

4，315，000円   別製本費）、役務  4，315，000円  刷製本費）、役務  
費（通借運搬費）  費（通信運搬費）  

剋虚  剋陰   剋陰   剋企  地盤生  次により隻出した緬の合計顔   地域生活・自立  ユ∠箋   
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造二且  事業（モデル  

事業）に必要≠  

重宝監   
当年、共済曹、報  適温当是旦  

乙鮎迫巴  借着、旅曹、常用 蓉（消耗品曹．印  
創製未着、食緒  

（年度途中の開始、又は中止尊の場合）  

月額658．000円  
馨）こ俸用料び  

2初虔謝金着  

励  畳  

皇呈姐迫巴   

基幹的   基幹的職鼻研修   
職員研  

基幹的   基幹的職員研修   
事業に必要な報償  職員研  事業に必要な報償  

修事業   費、旅費、需用費  惨事業   費、旅費、需用費  
（印刷製本費）、使  

1都道府県（指定都市、児童相談所設置市）当たり  （印刷製本費）、使  
1都道府県（指定都市、児童相談所設置市）当たり  

貸金、委託料   貸金、委託料   

史上題迫円  地円  

身元嘩   身元保証人確保   身元保   身元保証人確保   
評人確  対領事業に必要な  証人確  対策事業に必要な  
保対策  役務費（保険料）   保対策  役務費（保険料）   

事業   福祉事  事業   福祉事  

施設退所児童等の保険対象者1人当たり 務所を  施設退所児童等の保険対象者1人当たり  務所を  

10，560円  設置す  10，560円  設置す  

る町村  る町村  

2賃貸住宅等の貸借時の連帯保証  が行う  2賃貸住宅等の貸借時の連帯保証  が行う  

施設退所児童等の保険対象者1人当たり  事業に  施設退所児童等の保険対象者1人当たり  事業に  

19，152円  19，152円  

対して 都道府 県が補 助する  対して 都道府 県が補 助する   

∽
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場・合  場合  

2／3  2／3  

DV・  次により算出された額の合計額  婦人相鉄員括  DV・  次により算出された額の合計額  婦人相談員活  
女性保  動強化対策費のた  女性保  動強化対策費のた  
護対策  めに必要な報酬  謹対策  めに必要な報酬  

等支援 事業   
（婦人相談員手当  等支援  

1婦人相談員活動強化対策費  
（婦人相談員手当  

についての歳出予   事業   にっいての歳出予   

（1）婦人相談員手当   算の節を給料又は  （1）婦人相談員手当   算の節を給料又は  
貸金としている場・  貸金としている場  
合は、それぞれ給  合は、それぞれ給  

料又は賃金とす  
園内における各月現員延傲に107，000円を乗じて算   る。）、旅費、需用  料又は貸金とす  

囲内における各月現員延数に107，000円を乗じて算   る。）、旅費、需用  

定した額。   費（消耗品費、食  定した額。   費（消耗品費、食  
撞費、印刷製本  塩費、印刷製本  
費）、役務費（通信  費）、役務費（通信  

は、上記該当額を限度として都道府県条例又は市条例  運搬費）、扶助費  †ま、上記該当額を限度として都道府県条例又は市条例  運搬費）、扶助費  
等に定める給与方法により算定した額とすること。  等に定める給与方法により算定した額とすること。  

（2）婦人相談員活動費  （2）婦人相談員活動費 

厚生労働大臣が必要と絡めた婦人相談員の数に都  厚生労働大臣が必要と静めた婦人相談員の数に都  

道府県においては年額5乳000円を、指定都市、中核  道府県においては年額58，000円をこ指定都市、中核  

市、児童相談所設置市及び申においては年額4凱00  市、児童相談所設置市及び市においては年額49，00  

0円を乗じて算定した額。  0円を乗じて算定した額。  

ただし、婦人相顔見を年の中途において任免したと  ただし、婦人相談員を年の中途において任免したと  

き、その在職期間が6か月未満の場合は年額の1／2  き、その在職期間が6か月末偶の場合は年額の1／2  

の額とすること。  の額とすること。  

売春防 ‘  
止宿  

5／10  売春防   
止活  

動・D  動・D  
Ⅴ対兼  

Ⅴ対策 機能強   機能強   

化事業  （1）婦人保護事業啓発普及費  婦人保護事業啓  化事業  （1）婦人保護事業啓発普及費  婦人保護事業啓  
発普及を行うため  発普及を行うため  

A型（東京・大阪） 年額604，000円   に必要な報償費、  A型（東京・大阪） 年額604，000円   に必要な報償費、  



需用費（消耗品  

費、食糧費、印刷  
製本費、光熱水  
費）、備品購入費、  
委託料、扶助費  

需用費（消耗品  

費、食穐費、印刷  
製本費、光熱水  
費）、備品購入費、  
委託料、扶助費   

B型（北海道・埼玉・神奈川・静岡・愛知・京都・兵庫・  

広島・福岡・長崎・沖縄）  

年額44も000円  

C型（その他の県）年額3：札000円  

B型（北海道・埼玉・神奈川・静岡・愛知一京都・兵庫・  

広島・福岡・長崎・沖縄）  

年額44も000円  

’C型（その他の県）年額338，000円  

婦人保護施設退  
所者自立生活援  
助事業を行うため  
に必要な報酬、貸  
金、旅費、需用費  
（消耗品費、食檀  
費、印刷製本費）、  
役務費（通借運搬  

費）  

婦人保護施設退  
所者自立生活援  
助事業を行うため  
に必要な報酬、貸  
金、旅費、需用費  
（消耗品費、食橡  
費、印刷製本費）、  
役務費（通信運搬  

費）  

（2）婦人保護施設退所者自立生活援助事業費   

1施設当たり年額」．592岬に10人を超えた対   

象者1人につき卿を乗じて加算し、算定した   

額とすること。  

（2）婦人保護施設退所着日立生活援助事業費   

1堀設当たり年額∴L訂2．000円に10人を超えた対   

象者1人たっき1咽6咽を乗じて加算し、算定した   

額とすること。  

2配偶者からの暴力対策機能強化事業  

（1）休日夜間電話相談事業   

①休日電南柏談  

9時～18時（8時間実施）  

月額54月0（昭   

②休日夜間部分実施   

18時～22時 月額27．300円  

18時～20時月額13．650円  

③平日夜間部分実施   

18時～22時月額5＆300円   

18時～20時月額29、150日  

2配偶者からの暴力対策機能強化事業  

（1）休日夜間電紆相談事業   

①休日電話相釈  

9時～18時（8時間実施）  

月額岬   

②休日夜間部分兵施   

18時～22時月額2臥80（岬   

18時～20時月額瑚円  

③平日夜間部分実施   

18時～22時月額即（担田  

18時～20時月額2臥500円  

婦人相談所で行  
う休日夜間電話相  
談事業を行うため  
に必要な報酬（歳  

出予算の節を給料  
又は貸金としてい  
る場合は、それぞ、  
れ給料又は貸金と  

婦人相談所で行  
う休日夜間電話相  
談事業を行うため  
に必要な報酬（歳  

出予算の節を給料  
又は貸金としてい  
る場合は、それぞ  
れ給料又は貸金と  

配偶者からの暴  
力被害者保護支  
援ネットワーク事業  
に必要な報償費、  
旅費、需用費（消  
耗品費、印刷製本  
費）  

配偶者からの暴  
力被害者保護支  
援ネットワーク事業  
に必要な報償費、  
旅費、需用費（消  
耗品費、印刷製本  
費）   

（2）配偶者からの暴力被害者保護支援ネットワーク   

事業  

年額80仇8印円  

（2）配偶者からの暴力被春着保護支援ネットワーク   

事業  

年額815牒10円  



配偶者からの暴  
力相鉄担当職長  
の研修に必要な報  
償費、旅費、需用  
費（消耗品費、印  
刷製本費）、使用  
料及び貸借料  

配偶者からの暴  
力相談担当職員  
の研修に必要な報  
償費、旅費、需用  
費（消耗品費、印  
刷製本費）、使用  
料及び貸借料   

（3）配偶者からの暴力相談担当職貞研修費  

年額79，㍊0円  

（3）配偶者からの暴力相談担当職員研修費  

年額 79，330円  

す■  

専門通訳者養成  
研修に必要な報償  
費、旅費、需用費  
（消耗品費、印刷  
製本費）、役務費  
（通信運搬費）、使  
用料及び貸借料、  
賃金   

専門通訳者養成  
研修に必要な報償  
費、旅費、需用費  
（消耗品費、印刷  
製本費）、役務費  
（通信運搬費）、使  
用料及び賃借料、  
貸金   

（4）専門通訳者養成研修事業  

年額瑚些円  

（4）専門通訳者養成研修事業  

年額 630．Q以）円  

法的対応機能強  
化事業に必要な報  
酬、報償費、旅  
費、需用費（消耗  
品費、印刷製本  
費）、役務費（通信  
運搬費）   

法的対応機能強  
化事業に必要な報  
酬、報償費、旅  
費、需用費（消耗  
品費、印刷製本  
費）’、役務費（通信  
運搬費）  

くむ法的対応機能強化事業  

年額 713，960円  

喧）法的対応機能強化事業  

年額713，960円  




